
各務原市私立保育所等対策事業補助金交付要綱 

（平成元年３月２９日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉の増進を図るため、私立保育所等を運営する者に対し

て予算の範囲内で私立保育所等対策事業補助金（以下「補助金」という。）を交付す

ることに関し、各務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助事業等） 

第２条 補助金の名称、補助事業及び補助事業者並びに補助金の額は、別表のとおり

とする。 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（次項において「申請者」という。）は、規

則第４条第１項に規定する申請書を、市長が別に定める日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、補助金の交付を決定し、申請者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第４条 前条第２項の規定による補助金の交付の決定を受けた者は、規則第１４条第

２項に規定する請求書を、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、当該請求があった日から起算し

て１月以内に補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第５条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（１）補助金を他の用途に使用したとき。 

（２）虚偽の申請その他不正行為により補助を受けたとき。 

（報告、審査等） 

第６条 市長は、必要があると認めたときは、補助金の交付を受ける者又は受けた者

に対して資料の提出若しくは報告を求め、又は職員に調査を行わせることができる。 

（実施報告書の提出） 

第７条 補助金の交付を受けた者は、補助事業終了後、速やかに規則第１１条に規定



する補助事業実施報告書に収支決算書を添付して、市長に提出しなければならない。 

（関係書類の保存） 

第８条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けた当該年度の終了後５年間、

補助事業に係る帳簿等証拠書類を保存しなければならない。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

２ 川島町一時保育事業費補助金交付規則（平成１３年規則第６号）又は川島町障害

児保育事業費補助金交付規則（平成９年規則第１１号）（以下これらを「川島町規

則」という。）の規定による一時保育事業及び障害児保育事業に係る補助金の交付

については、平成１６年度に限り、川島町規則の例による。 

附 則（平成２年５月２４日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市私立保育園対策事業補助金交

付要綱の規定は、平成２年４月１日から適用する。 

附 則（平成５年３月１１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市私立保育園対策事業補助金交

付要綱の規定は、平成４年４月１日から適用する。 

附 則（平成５年７月７日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市私立保育園対策事業補助金交

付要綱の規定は、平成５年４月１日から適用する。 

附 則（平成８年１０月８日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の別表の規定は、平成８年８月８日から

適用する。 

附 則（平成１１年３月３１日決裁） 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年４月１日決裁） 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年７月１９日決裁） 

この要綱は、平成１４年７月１９日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２７日決裁） 



この要綱は、平成１５年３月２７日から施行する。 

附 則（平成１５年７月３０日決裁） 

この要綱は、平成１５年７月３０日から施行する。 

附 則（平成１６年３月２６日決裁） 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年１０月２９日決裁） 

この要綱は、平成１６年１１月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月２２日決裁） 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年２月２３日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成１７年度以後の年度分に係る補助対象経費

に対し交付する補助金から適用する。 

附 則（平成１９年８月２０日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成１９年度分の予算に係る補助金から適用す

る。 

附 則（平成２０年３月２８日決裁） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度分の予算に係る補助金

から適用する。 

附 則（平成２１年７月１４日決裁） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、平成２１年度分の予算に係る補助金

から適用する。 

附 則（平成２２年１１月２日決裁） 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度分の予算に係る補助金

から適用する。 

附 則（平成２３年６月１５日決裁） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度分の予算に係る補助金

から適用する。 

  附 則（平成２４年３月２８日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、この要綱による改正後の各務原市私立保育園対

策事業補助金交付要綱の規定は、平成２４年度分の予算に係る補助金から適用する。 

附 則（平成２５年４月１日決裁） 



この要綱は、決裁の日から施行し、平成２５年度の予算に係る補助金から適用す

る。 

  附 則（平成２５年６月２７日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市私立保育園対策事業補助金交

付要綱の規定は、平成２５年度分の予算に係る補助金から適用する。 

附 則（平成２８年４月１日決裁） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成２９年１０月２日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市私立保育所等対策事業補助金

交付要綱の規定は、平成２９年度の予算に係る補助金から適用する。 

附 則（平成３０年１２月２５日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市私立保育所等対策事業補助金

交付要綱の規定は、平成３０年度の予算に係る補助金から適用する。 

附 則（令和元年７月１１日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（令和２年３月１２日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の各務原市私立保育所等対策事業補助金交付要綱の規定は、令和２年１月

１６日以後に実施した事業について適用する。 

   附 則（令和２年１１月２日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の各務原市私立保育所等対策事業補助金交付要綱の規定は、令和２年度の

予算に係る補助金から適用する。 

   附 則（令和３年２月５日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の各務原市私立保育所等対策事業補助金交付要綱の規定は、令和２年度の

予算に係る補助金から適用する。 

附 則（令和３年４月１日決裁）抄 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 



   附 則（令和４年４月１日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（令和５年３月３１日決裁） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年４月１９日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

別表（第２条関係） 

補助金の名称 補助事業及び補助事業者 補助金の額 

低年齢児保育促進事

業補助金 

岐阜県児童福祉等対策事業補

助金交付要綱別表に規定する

低年齢児保育促進事業補助金

の補助対象基準に該当する事

業及び同表に規定する私立保

育所、私立保育所型認定こど

も園又は私立幼保連携型認定

こども園を運営する者（以下

「私立保育所等の運営者」と

いう。） 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

延長保育事業補助金 岐阜県子ども・子育て支援事

業費補助金交付要綱第２条に

規定する延長保育事業の補助

対象基準に該当する事業及び

私立保育所等の運営者 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

地域子育て支援拠点

事業補助金 

岐阜県子ども・子育て支援事

業費補助金交付要綱第２条に

規定する地域子育て支援拠点

事業の補助対象基準に該当す

る事業及び私立保育所等の運

営者 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

一時預かり事業補助

金 

岐阜県子ども・子育て支援事

業費補助金交付要綱第２条に

規定する一時預かり事業の補

助対象基準に該当する事業及

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少



び私立保育所等の運営者 ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

療育支援体制強化事

業費補助金 

 

 

岐阜県療育支援体制強化事業

費補助金交付要綱別表に規定

する療育支援補助者配置事業

の補助対象基準に該当する事

業及び私立保育所等の運営者 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

保育体制強化事業費

補助金 

岐阜県児童福祉等対策事業補

助金交付要綱別表に規定する

保育体制強化事業の補助対象

基準に該当する事業及び私立

保育所等の運営者 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

保育補助者雇上強化

事業費補助金 

岐阜県児童福祉等対策事業補

助金交付要綱別表に規定する

保育補助者雇上強化事業の補

助対象基準に該当する事業及

び私立保育所等の運営者 

 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

保育環境改善等事業

（安全対策事業）費

補助金 

保育環境改善等事業実施要綱

（令和５年４月１９日付けこ

成保第１５号こども家庭庁成

育局長通知別添５）３（２）④

アに規定する事業の補助対象

基準（同要綱４（２）に規定す

る要件を除く。）に該当する事

業及び同要綱４（５）①に規定

する施設（同要綱４（５）①に

規定する認可外保育施設を除

く。）を運営する者 

５０万円と補助対象経費の

実支出額とを比較して少な

い方の額と、総事業費から

寄附金その他の収入額を控

除した額とを比較して少な

い方の額に、次の各号に掲

げる区分に応じ当該各号に

定める割合を乗じて得た額

（ただし、算出された額に

１,０００円未満の端数が

生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。） 



（１）補助事業者が次号に

規定する割合による当

該補助金の交付を受け

てから１０年を経過し

ていない場合であって

保育環境改善等事業実

施要綱４（２）に規定

する災害等やむを得な

い事情が認められない

場合 ４分の１ 

（２）前号に掲げる場合以

外の場合 ４分の３ 

保育環境改善等事業

（保育環境向上等事

業）費補助金 

保育環境改善等事業実施要綱

３（２）⑩に規定する事業の補

助対象基準に該当する事業及

び同要綱４（１５）に規定する

施設を運営する者 

１０２万９，０００円と補

助対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と、

総事業費から寄附金その他

の収入額を控除した額とを

比較して少ない方の額（た

だし、算出された額に１,０

００円未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てる

ものとする。） 

医療的ケア児保育支

援事業費補助金 

岐阜県児童福祉等対策事業補

助金交付要綱別表に規定する

医療的ケア児保育支援事業の

補助対象基準に該当する事業

及び私立保育所等の運営者 

補助対象経費の実支出額か

ら寄附金その他の収入額を

控除した額と市長が別に定

める基準額とを比較して少

ない方の額（ただし、算出

された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとす

る。） 

 


